
基本理念

横断的な視点

⑴
日本人市民への

多文化共生の啓発 ①
地域や学校、交流センターなどで国際理解や差別・偏見の解消につな
がる機会を創出し、多文化共生を啓発します。

⑵
外国人市民への

多文化共生の啓発 ②
外国人市民が日本の文化や地域社会を理解し、地域住民との相互理
解を深められるよう、対面やSNSなどの様々な場を通じて積極的に情報
を発信します。

⑶
国籍問わず安心して
暮らすための啓発 ③

外国人市民・日本人市民の双方が安心して暮らせるよう、地域で暮らす
ためのルールやマナーと多文化共生の意義について、正確な情報に基
づく発信を行います。

⑷
日本人市民と

外国人市民の交流促進 ④ 関係機関や団体との共創により交流イベントを実施します。

⑤
自治会活動や地域行事への参加を促進するため、多言語での情報発
信と自治会への翻訳支援を行います。

⑥
日本語教室や多文化交流センターにおいて、地域活動への参加体験
の機会を提供し、地域とのつながりを促進します。

⑦
市職員に向けた「やさしい日本語」とテクノロジーの進展を踏まえた活用
の研修を実施します。

⑧
地域や市民に向けた「やさしい日本語」を周知するとともにテクノロジー
との併用を啓発します。

⑨
市内全体の日本語教室を把握し、ニーズに応じた情報提供を行いま
す。

⑩ 生活者向けの対話交流型の日本語教育を実施します。

⑪
育成就労外国人の人材定着を目指した企業向けの日本語教育を実施
します。

⑻ 日本語学習意識の啓発 ⑫ 各課の窓口やSNSで日本語学習意識を啓発します。

⑬ 外国人市民が学習者から支援者となるステップアップを支援します。

⑭
日本語支援者の研修および日本語ボランティア養成の実施により人材
発掘と育成を行います。

⑮
小中学校で多様性を包摂し、共に未来を切り開く「つながる」教育体制
を整備します。

⑯
就学前から学齢期まで、外国籍のこどもの成長を切れ目なく支援しま
す。

⑾
外国人家庭に向けた
教育制度の理解促進 ⑰ 日本の教育制度を知り、将来設計を考える機会を提供します。

⑱
庁内関係課や多文化交流センター、外国人学校、教育機関と情報交換
や連携を強化します。

⑲
SNSや多言語チラシ、学校を通じた啓発および教育に関する情報を発
信します。

⒀ 防災意識の啓発 ⑳
外国人市民が防災に関する知識を得て、いざという時に適切な行動が
とれるよう、対面・オンラインを通じた防災意識の啓発を行います。

⒁
災害に備えた

支援体制の構築 ㉑ 災害時に適切な対応が行えるような体制を構築します。

㉒
外国人市民が必要な情報や支援に自らアクセスできるよう、相談対応
と情報発信を充実します。

㉓
外国人市民の来訪が多い窓口で、やさしい日本語と多言語ツールを活
用した対応を充実します。

㉔
外国人を雇用する企業への訪問やアンケートにより雇用実態や課題を
把握し、ニーズに応じて多文化共生施策の周知や情報提供を行いま
す。

㉕ 産学官金の連携により外国人材の活躍推進を検討します。

㉖ 外国人を雇用する企業の地域貢献活動の事例を把握し、啓発します。

㉗ 庁内関係課や近隣自治体と課題の共有や施策の検討を行います。

㉘
SNSを活用して年金制度や介護保険制度、医療保険制度の情報発信・
周知を行います。

⒄

協働の促進

基本方針03

安心して暮らせる
環境づくり

外国人市民の地域活動
への参加促進

2

日本語教育の推進

⑸

外国籍のこどもに向けた
支援体制の強化

こどもの学びと
育ちの支援

危機管理意識の啓発

様々な環境の整備

高齢化を見据えた施策
の検討と制度周知

7

5

外国人を雇用する企業
に向けた啓発

第５次磐田市多文化共生推進プラン　施策体系図

相互理解の促進

日本語支援者の育成

具体的な施策

国籍・民族・文化の違いを力に変え、共に創るまち　磐田

⑺

基本施策

1

⑼

4

⒂

コミュニケーション
ツールの普及

⑽

教育に関わる機関との
連携強化⑿

ニーズに応じた
日本語学習機会の提供

外国人相談窓口の充実

⒃

6

外国人市民は、地域住民の一員、地域づくりのパートナーである意識をもつ

テクノロジーの進展と
利活用の広がりを踏まえた

やさしい日本語の普及

計画期間：令和9年度（2027年度）～ 令和13年度（2031年度）

3

№

⑹

基本方針

基本方針01

多様な文化を認め合い
共に活躍する地域づくり

内容・方向性

基本方針02

伝え合い
未来をつなぐ人づくり

資料１



骨子案―体系図 対照表

変更
区分

変更内容

継続 骨子案から変更なし

継続 骨子案から変更なし

変更
区分

変更内容

内容 キーワード 基本施策 具体的施策 内容・方向性

継続 骨子案から変更なし

一部
変更

1 相互理解の促進

⑴ 日本人市民への多文化共生の啓発
⑵ 外国人市民への多文化共生の啓発
⑶ 国籍問わず安心して暮らすための啓発
⑷ 日本人市民と外国人市民の交流促進

①地域や学校、交流センターなどで国際理解や差別・偏見の解
消につながる機会を創出し、多文化共生を啓発します。
②外国人市民が日本の文化や地域社会を理解し、地域住民と
の相互理解を深められるよう、対面やSNSなどの様々な場を通
じて積極的に情報を発信します。
③外国人市民・日本人市民の双方が安心して暮らせるよう、地
域で暮らすためのルールやマナーと多文化共生の意義につい
て、正確な情報に基づく発信を行います。
④関係機関や団体との共創により交流イベントを実施します。

骨子案基本施策03の内容にあった「住環
境・生活ルール周知」を「国籍問わず安
心して暮らすための啓発」として新設
（⑶）。

継続 2 協働の促進 ⑸ 外国人市民の地域活動への参加促進

⑤自治会活動や地域行事への参加を促進するため、多言語で
の情報発信と自治会への翻訳支援を行います。
⑥日本語教室や多文化交流センターにおいて、地域活動への
参加体験の機会を提供し、地域とのつながりを促進します。

骨子案から変更なし

変更
こどもの教育部分が加わったため広義的
な人づくりに変更

継続
3 コミュニケーションツー
ルの普及

⑹ テクノロジーの進展と利活用の広がりを踏
まえたやさしい日本語の普及

⑦市職員に向けた「やさしい日本語」とテクノロジーの進展を踏
まえた活用の研修を実施します。
⑧地域や市民に向けた「やさしい日本語」を周知するとともにテ
クノロジーとの併用を啓発します。

やさしい日本語とテクノロジー活用を一
体的に推進する施策に再編。

継続 4 日本語教育の推進
⑺ ニーズに応じた日本語学習機会の提供
⑻ 日本語学習意識の啓発
⑼ 日本語支援者の育成

⑨市内全体の日本語教室を把握し、ニーズに応じた情報提供を
行います。
⑩生活者向けの対話交流型の日本語教育を実施します。
⑪育成就労外国人の人材定着を目指した企業向けの日本語教
育を実施します。
⑫各課の窓口やSNSで日本語学習意識を啓発します。
⑬外国人市民が学習者から支援者となるステップアップを支援
します。
⑭日本語支援者の研修および日本語ボランティア養成の実施に
より人材発掘と育成を行います。

生活者向け・企業向けの教室設定、学習
意識啓発、支援者育成（学習者からのス
テップアップ含む）を体系化。

（基本方針04に記載） -
配置
変更

5 こどもの学びと育ちの
支援

⑽ 外国籍のこどもに向けた支援体制の強化
⑾ 外国人家庭に向けた教育制度の理解促進
⑿ 教育に関わる機関との連携強化

⑮小中学校で多様性を包摂し、共に未来を切り開く「つながる」
教育体制を整備します。
⑯就学前から学齢期まで、外国籍のこどもの成長を切れ目なく
支援します。
⑰庁内関係課や多文化交流センター、外国人学校、教育機関と
情報交換や連携を強化します。
⑱日本の教育制度を知り、将来設計を考える機会を提供しま
す。
⑲SNSや多言語チラシ、学校を通じた啓発および教育に関する
情報を発信します。

骨子案の基本方針04「子どもの教育環
境整備」「進学・キャリア支援」を基本方
針02に移動。こどもや保護者の教育は
「人づくり」の内

【横断的な視点】
外国人市民は、地域住民の一員、地域づくりのパートナーである意識をもつ

【基本理念】
国籍・民族・文化の違いを力に変え、共に創るまち 磐田

【横断的な視点】
外国人市民は地域住民の一員、地域づくりのパートナーである意
識をもつ

【基本理念】
国籍・民族・文化の違いを力に変え、共に創るまち 磐田

基本方針01
多様な文化を認め合い共に活躍する地域づくり

基本方針02
伝え合い未来をつなぐ人づくり

基本方針01
多様な文化を認め合い共に活躍する地域づくり

生活オリエンテーション
地域交流
意識啓発
差別・偏見の解消
情報発信
地域への参加
自治会加入の促進
キーパーソンの育成
外国人材の登用
地域内連携

相互理解と交流の促進
差別・偏見解消の推進
外国人市民の社会参画
企業への啓発

職員研修
地域向け研修
SNS発信
翻訳アプリや生成AIの活用
日本語教室（対話交流型、人材育
成）
学習意識啓発

やさしい日本語の普及
翻訳アプリや生成AIの活用
言語による情報提供
日本語学習機会の充実
日本語支援者育成

基本方針02
言葉の壁をなくす人づくり

資料２



変更
区分

変更内容

内容 キーワード 基本施策 具体的施策 内容・方向性

継続 骨子案から変更なし

継続 6 危機管理意識の啓発
⒀ 防災意識の啓発
⒁ 災害に備えた支援体制の構築

⑳外国人市民が防災に関する知識を得て、いざという時に適切
な行動がとれるよう、対面・オンラインを通じた防災意識の啓発
を行います。
㉑災害時に適切な対応が行えるような体制を構築します。

骨子案から変更なし

一部
変更

7 様々な環境の整備
⒂ 外国人相談窓口の充実
⒃ 外国人を雇用する企業に向けた啓発
⒄ 高齢化を見据えた施策の検討と制度周知

㉒外国人市民が必要な情報や支援に自らアクセスできるよう、
相談対応と情報発信を充実します。
㉓外国人市民の来訪が多い窓口で、やさしい日本語と多言語
ツールを活用した対応を充実します。
㉔外国人を雇用する企業への訪問やアンケートにより雇用実態
や課題を把握し、ニーズに応じて多文化共生施策の周知や情報
提供を行います。
㉕産学官金の連携により外国人材の活躍推進を検討します。
㉖外国人を雇用する企業の地域貢献活動の事例を把握し、啓
発します。
㉗庁内関係課や近隣自治体と課題の共有や施策の検討を行い
ます。
㉘SNSを活用して年金制度や介護保険制度、医療保険制度の
情報発信・周知を行います。

骨子案「住環境・生活ルール周知」は基
本方針01に、基本方針04の「育成就労制
度への対応」「高齢化への対応」を統合。

配置
変更

子どもの教育環境整備
進学・キャリア支援
育成就労制度への対応
高齢化への対応

子育て支援
初期支援体制
関係機関の連携強化
不就学児対応
外国人の高齢化
国施策の動向（育成就労、秩序ある
共生社会）

配置
変更

基本方針03
安心して暮らせる環境づくり

（基本方針02・03に統合）

基本方針04を廃止し、各施策を基本方針
02・03に再配置。

こども教育関連は基本方針02「伝え合い
未来をつなぐ人づくり」へ、高齢化・育成
就労関連は基本方針03「安心して暮らせ
る環境づくり」へ移動。

基本方針04
みんなで築くIWATAの未来

基本方針03
安心して暮らせる環境づくり

防災意識啓発
キーパーソン発掘
地域防災への参加

情報伝達
就労支援
受入企業

特定技能協力確認書
情報発信
実態把握

相談体制の充実
防災・危機管理

住環境・生活ルール周知



計画期間 ― ―

基本理念 変更 インターカルチュラルと共創の視点を踏まえ変更

横断的視点 新規 全施策に共通する視点として、新規設定

基本施策 具体的施策 内容・方向性 基本施策 具体的施策 内容・方向性

変更 インターカルチュラル、共創の視点を踏まえ変更

⑴ 日本人市民へ多文
化共生の啓発

自治会や地域づくり協議会と連携した多文化共生
意識の啓発および「やさしい日本語」を普及しま
す。
学校、交流センターなどで国際理解や人権に関す
る市民向け講座などを開催し、多文化共生を啓発
します。

変更
⑴ 日本人市民への多
文化共生の啓発

①地域や学校、交流センターなどで国際理解や差
別・偏見の解消につながる機会を創出し、多文化
共生を啓発します。

施策名称の表記変更：「日本人市民へ」を「日本
人市民への」に修正。内容方向性は「やさしい日
本語」の普及記載は基本方針02に変更。差別・
偏見解消につながる機会を追加。

⑵ 外国人市民へ多文
化共生の啓発

磐田国際交流協会、多文化交流センターを通じ、
外国人市民が集まる場で多文化共生を啓発しま
す。
外国人情報窓口やSNSなどを活用して多文化共
生を啓発します。

変更
⑵ 外国人市民への多
文化共生の啓発

②外国人市民が日本の文化や地域社会を理解
し、地域住民との相互理解を深められるよう、対面
やSNSなどの様々な場を通じて積極的に情報を発
信します。

施策名称の表記変更：「外国人市民へ」を「外国
人市民への」に修正。内容を「対面SNSなどの
様々な場を通じた積極的情報発信」に変更。

⑶ 日本人市民と外国
人市民の交流促進

磐田国際交流協会・多文化交流センター・交流セ
ンター・市民団体等と連携して交流を促進します。

継続
⑶ 日本人市民と外国
人市民の交流促進

③関係機関や団体との共創により交流イベントを
実施します。

内容方向性を「関係機関や団体との共創により
交流イベントを実施」にシンプル化。

― ― 新設
⑷ 国籍問わず安心し
て暮らすための啓発

④外国人市民・日本人市民の双方が安心して暮ら
せるよう、地域で暮らすためのルールやマナーと
多文化共生の意義について、正確な情報に基づく
発信を行います。

【新設】「国籍問わず安心して暮らすための啓発」
を新たな具体的施策として追加。

⑷ 外国人市民に対し
地域活動への参加促
進

外国人に対し自治会活動へ参加を促進するため
情報を発信します。

変更
⑸ 外国人市民の地域
活動への参加促進

⑤自治会活動や地域行事への参加を促進するた
め、多言語での情報発信と自治会への翻訳支援
を行います。
⑥日本語教室や多文化交流センターにおいて、地
域活動への参加体験の機会を提供し、地域とのつ
ながりを促進します。

基本施策名を「協働の推進」から「協働の促進」
に変更。施策名を「外国人市民に対し」から「外
国人市民の」に修正。内容を２項目に拡充（多言
語情報発信、参加体験機会の提供）。

⑸ キーパーソンとなる
外国人市民の育成・
支援

磐田国際交流協会などの関係団体と連携し、外国
人リーダーに関する情報共有および育成・支援を
行います。

廃止 ― ―
「キーパーソンとなる外国人市民の育成・支援」
を独立施策として廃止。既存の外国人アンバサ
ダーは取組計画レベルで各施策で実施継続。

第４次プラン―第５次プラン　新旧対照表

変更内容

国籍・民族・文化の違いを認め合い　笑顔であいさつを交わすまち　磐田

令和4年度～令和８年度（2022-2026） 令和9年度～令和13年度（2027-2031）

国籍・民族・文化の違いを力に変え　共に創るまち　磐田

― 外国人市民は、地域住民の一員、地域づくりのパートナーである意識をもつ

変更
区分

第4次 第5次

1. 相互理
解の促進

1. 相互理
解の促進

基本方針01
多様な文化の違いを認め合える地域づくり

基本方針01
多様な文化を認め合い共に活躍する地域づくり

2. 協働の
促進

2. 協働の
推進

資料３



基本施策 具体的施策 内容・方向性 基本施策 具体的施策 内容・方向性

変更
対応や機会の提供から、人づくりへの視点の変
更

⑹ 「やさしい日本語」
の活用

市職員に向けた「やさしい日本語」の周知および
研修を実施します。
市の各種通知や案内などに「やさしい日本語」の
使用を促進します。

変更

⑹ テクノロジーの進展
と利活用の広がりを踏
まえたやさしい日本語
の普及

⑦市職員に向けた「やさしい日本語」とテクノロ
ジーの進展を踏まえた活用の研修を実施します。
⑧地域や市民に向けた「やさしい日本語」を周知
するとともにテクノロジーとの併用を啓発します。

情報提供の手段という視点からコミュニケーショ
ンの手段として再編。「やさしい日本語の活用」
から一歩進んだ「テクノロジーの進展と利活用を
踏まえたやさしい日本語の普及」に変更。

⑺ SNSの活用と多言
語化の充実

市ウェブサイトやSNSを活用した多言語による情
報提供と、外国人向けのシティプロモーションを充
実します。
磐田国際交流協会などの関係団体を通じて各種
情報の取得方法を周知します。

統合 ― ― 多言語対応は、基本方針03に再編。

⑽ 日本語教室の実
施・運営

日本語が話せない方をはじめ、レベルに応じた日
本語を習得できる教室の運営と支援を行います。

変更
⑺ ニーズに応じた日
本語学習機会の提供

⑨市内全体の日本語教室を把握し、ニーズに応じ
た情報提供を行います。
⑩生活者向けの対話交流型の日本語教育を実施
します。
⑪育成就労外国人の人材定着を目指した企業向
けの日本語教育を実施します。

施策名を「日本語教室の実施・運営」から「ニー
ズに応じた日本語学習機会の提供」に変更。内
容を3項目（教室把握と情報提供、生活者向け日
本語教室、就労者向け日本語教室）に体系化。

⑼ 日本語学習意識の
啓発

SNSの活用や自治会などの関係団体を通じて日
本語学習意識を啓発します。

継続
⑻ 日本語学習意識の
啓発

⑫各課の窓口やSNSで日本語学習意識を啓発し
ます。

第4次⑼の「日本語学習意識の啓発」を順序変更
して第5次⑻として継続。

⑻ 日本語支援者の育
成

日本語支援者の研修および日本語ボランティア養
成講座の実施により人材発掘と育成を行います。

変更
⑼ 日本語支援者の育
成

⑬外国人市民が学習者から支援者となるステップ
アップを支援します。
⑭日本語支援者の研修および日本語ボランティア
養成の実施により人材発掘と育成を行います。

施策番号の変更（第4次⑻→第5次⑼）。内容に
「外国人市民が学習者から支援者となるステップ
アップ支援」を追加。

― ―
配置
変更

⑽ 外国籍のこどもに
向けた支援体制の強
化

⑮小中学校で多様性を包摂し、共に未来を切り開
く「つながる」教育体制を整備します。
⑯就学前から学齢期まで、外国籍のこどもの成長
を切れ目なく支援します。

内容を「つながる教育体制整備」と「切れ目ない
支援」の2項目に再構成。
こどもや保護者の教育は、「人づくり」の内容にな
るため、基本方針02に移動。

― ―
配置
変更

⑾ 外国人家庭に向け
た教育制度の理解促
進

⑰日本の教育制度を知り、将来設計を考える機会
を提供します。
⑱SNSや多言語チラシ、学校を通じた啓発および
教育に関する情報を発信します。

内容を「将来設計を考える機会の提供」に変更。
こどもや保護者の教育は、「人づくり」の内容にな
るため、基本方針02に移動。

― ―
配置
変更

⑿ 教育に関わる機関
との連携強化

⑲庁内関係課や多文化交流センター、外国人学
校、教育機関と情報交換や連携を強化します。

施策名に「と」を追加（「連携強化」→「との連携強
化」）。内容に「庁内関係課」を追加。
こどもや保護者の教育は、「人づくり」の内容にな
るため、基本方針02に移動。

変更内容

5. こどもの
学びと育ち
の支援

3. コミュニ
ケーション
ツールの普
及

3. ICTなど
を活用した
情報提供
の充実

4. 日本語
教育の推
進

4. 日本語
教育の推
進

第4次 変更
区分

第5次

―

基本方針02
多言語対応と日本語学習機会の充実

基本方針02
伝え合い未来をつなぐ人づくり



基本施策 具体的施策 内容・方向性 基本施策 具体的施策 内容・方向性

継続 ―

⑿ 防災意識の啓発

SNSの活用や自主防災会・企業など防災活動を行
う関係団体を通じて防災意識を啓発します。
地域防災訓練へ参加を促進する中で防災意識を
啓発し、地域リーダーとなる外国人材の発掘・育
成を行います。

継続 ⒀ 防災意識の啓発
⑳外国人市民が防災に関する知識を得て、いざと
いう時に適切な行動がとれるよう、対面・オンライ
ンを通じた防災意識の啓発を行います。

第4次⑿を順序変更して第5次⒀として継続。内
容を「対面・オンラインを通じた防災意識啓発」に
整理。

⑾ 災害・感染症に備
えた支援体制の構築

災害時や感染症発生時に必要な情報を届け、適
切な対応が行えるようNPO団体や外国人を雇用し
ている企業等と連携した支援体制を構築します。

変更
⒁ 災害に備えた支援
体制の構築

㉑災害時に適切な対応が行えるような体制を構築
します。

施策名を「災害・感染症に備えた支援体制の構
築」から「災害に備えた支援体制の構築」に変
更。内容を「適切な対応が行えるような体制構築
を検討」にシンプル化。

⒀ 外国人相談窓口の
充実

外国人の生活・就労・育児などの相談対応とSNS
活用や多言語対応を充実します。

統合
⒂ 外国人相談窓口の
充実

㉒外国人市民が必要な情報や支援に自らアクセ
スできるよう、相談対応と情報発信を充実します。
㉓外国人市民の来訪が多い窓口で、やさしい日本
語と多言語ツールを活用した対応を充実します。

基本施策名を「職場環境の整備」から「様々な環
境の整備」に変更。内容を「自らアクセスできる相
談・情報発信」と「やさしい日本語と多言語ツール
活用」の2項目に整理。

⒁ 外国人を雇用する
企業の実態把握

外国人を雇用している企業への訪問やアンケート
により実態把握を行います。

統合
「外国人を雇用する企業の実態把握」を独立施
策として廃止。

⒂ 外国人を雇用する
企業に向けた啓発

商工会議所や商工会、外国人を雇用する企業と
連携し、人権保障および職場環境の改善に向けた
啓発と就労支援を行います。
外国人を雇用している企業の先進的事例を市内
企業に紹介します。

変更
第4次⒁「企業実態把握」と第4次⒂「企業向け啓
発」を統合。内容を「実態把握→課題対応」の流
れに再構成。

― ― ―
配置
変更

⒄ 高齢化を見据えた
施策の検討と制度周
知

㉗庁内関係課や近隣自治体と課題の共有や施策
の検討を行います。
㉘SNSを活用して年金制度や介護保険制度、医
療保険制度の情報発信・周知を行います。

第4次⒆「高齢化課題共有」と第4次⒇「制度周
知」を統合。「安心」につながる要素であるため、
基本方針03に移動。

統合
各具体的な施策の配置を見直して
基本方針のスリム化

⒃ 外国籍の子どもに
向けた支援体制の強
化

外国籍の園児・児童生徒の増加や多国籍化、居
住地域の分散化に対応した支援と連携体制を整
備します。
ロールモデルとなる外国人の発掘・連携および活
躍できる場を提供します。

配置
変更

― ―

⒄ 外国人家庭に向け
た教育制度の理解促
進

日本の教育や進学制度に関する情報を分かりや
すく提供します。
SNSの活用や多言語チラシ、学校を通じた啓発お
よび教育に関する情報を発信します。
外国人保護者への言語支援体制の整備や保護者
同士がコミュニケーションを図る機会を提供しま
す。

配置
変更

― ―

⒅ 教育に関わる機関
と連携強化

多文化交流センターや外国人学校、教育機関と情
報交換や連携を強化します。

配置
変更

― ―

8. 高齢化を
見据えた施
策の検討と
制度周知

⒆ 高齢化に伴う課題
共有と施策を検討する
機会の創出
⒇ 外国人市民へ年
金・福祉・医療制度の
周知

【⒆】庁内関係課や近隣自治体と会議体を設置
し、課題の共有および必要な施策について検討
し、実施します。
【⒇】SNSなどを活用して年金制度や介護保険制
度、医療制度の情報発信・周知を行います。

配置
変更

― ― ―
【再掲】
「安心」につながる要素であるため、基本方針03
に移動。

【再掲】
こどもや保護者の教育は、「人づくり」の内容にな
るため、基本方針02に移動。

―

㉔外国人を雇用する企業への訪問やアンケートに
より雇用実態や課題を把握し、ニーズに応じて多
文化共生施策の周知や情報提供を行います。
㉕産学官金の連携により外国人材の活躍推進を
検討します。
㉖外国人を雇用する企業の地域貢献活動の事例
を把握し、啓発します。

⒃ 外国人を雇用する
企業に向けた啓発

6. 様々な環
境の整備

5. 危機管
理意識の
啓発

第4次 変更
区分

第5次

基本方針03
安心して暮らせる環境づくり

基本方針03
安心して暮らせる環境づくり

基本方針04
みんなで築くIWATAの未来

―

7. 子どもの
教育環境
の整備

6. 職場環
境の整備

5. 危機管
理意識の
啓発

変更内容


